
第１号議案 

平成３０年度 中間市一般会計補正予算（第３号） 

 平成３０年度中間市の一般会計の補正予算（第３号）は、次に定めるところによる。 

 （歳入歳出予算の補正） 

第１条 既定の歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ１６１，６００千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ 

１８，５６６，２４２千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算 

補正」による。 

（繰越明許費） 

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２１３条第１項の規定により、翌年度に繰り越して使用することのできる経費は、 

「第２表 繰越明許費」による。 

（地方債の補正） 

第３条 地方債の追加及び変更は、「第３表 地方債補正」による。 

  平成３１年２月２６日提出 

中間市長  福田 浩 
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９ 消 防 費 １ 消 防 費 消 防 指 令 セ ン ター 設 備 新 元 号 対応 事業 ９８３

１０教 育 費 ２ 小 学 校 費 小 学 校 特 別 教 室 空 調 機 設 置 事 業 ２０，８６６

１０教 育 費 ３ 中 学 校 費 中 学 校 特 別 教 室 空 調 機 設 置 事 業 １３，９１１

１０教 育 費 ３ 中 学 校 費 中 学 校 ト イ レ 改 善 事 業 １５８，１４７

第　２　表　　　繰 　越 　明　 許　 費　

単位：千円

款 項 事 業 名 金 額
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（追加） 単位：千円

起　債　の　目　的

中 学 校 ト イ レ 改 善 事 業

小学校ブロック塀安全対策事業

中学校ブロック塀安全対策事業

小学校特別教室空調機設置事業

中学校特別教室空調機設置事業

計

（変更） 単位：千円

起　債　の　目　的 限 度 額 利 率 限 度 額
起債の
方　法

利 率
償還の
方　法

塘 ノ 内 砂 山 線 街 路 事 業 18,000 1,300 証書貸借

又 は

道 路 新 設 改 良 事 業 23,100 27,700 証券発行

社 会 資 本 整 備 総 合 交 付 金 事 業 190,400 103,800

中 鶴 地 区 市 営 住 宅 建 替 事 業 96,600 202,000

中間仰木彬記念球場下水道接続事業 6,700 8,100

観 光 案 内 板 設 置 事 業 900 300

計 884,053 891,553計

104,900

9,200

中間仰木彬記念球場下水道接続事業

道 路 新 設 改 良 事 業

観 光 案 内 板 設 置 事 業

２.０％
以内。た
だし、利
率見直し
方式で借
り入れる
公的資金
につい
て、利率
の見直し
を行った
後におい
ては、当
該見直し
後の利
率。

借入先の
定める条
件による
ものとす
る。ただ
し、据置
期間及び
償還期限
を短縮
し、若し
くは繰上
げ償還又
は低利に
借換えす
ることが
できる。

又 は

中 鶴 地 区 市 営 住 宅 建 替 事 業

証券発行

塘 ノ 内 砂 山 線 街 路 事 業

起債の
方　法

償還の
方　法

起　債　の　目　的

証書貸借 ２.０％
以内。た
だし、利
率見直し
方式で借
り入れる
公的資金
につい
て、利率
の見直し
を行った
後におい
ては、当
該見直し
後の利
率。

借入先の
定める条
件による
ものとす
る。ただ
し、据置
期間及び
償還期限
を短縮
し、若し
くは繰上
げ償還又
は低利に
借換えす
ることが
できる。

社 会 資 本 整 備 総 合 交 付金 事業

又 は

13,800

証 券 発 行

131,300

補 正 前 補 正 後

第　３　表　　　地　　方　　債　　補　　正

限 度 額 起債の方法 利 率 償 還 の 方 法

3,200

証 書 貸 借 ２.０％以内。ただ
し、利率見直し方
式で借り入れる公
的資金について、
利率の見直しを
行った後において
は、当該見直し後
の利率。

借入先の定める条件によるものとする。ただし、据置期間及び償還期
限を短縮し、若しくは繰上げ償還又は低利に借換えすることができ
る。

200
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期 末 手 当
年間支給率
(月分)

7,661
(2.95月分)

19,731
(2.95月分)

その他の
特 別 職

7,661
(2.95月分)

19,731
(2.95月分)

その他の
特 別 職

0
0.000

0
0.000

その他の 0
特 別 職 0.000

長　　等

議　　員

計

議　　員

議　　員

0

0

3

16

666

647

16

287,798

27,096

補 正 後

区　　　　　分
職 員 数
（人）

647

26,625

69,792

287,798

34,757

給　　料
給　　与　　費

89,523

287,798

412,078

69,792 89,523

27,096

報　　酬

357,590 27,392

34,757

共　　済　　費

73,590

合　　　　　計

6,090

26,625

40,875

40,847

116,148

補 正 前

長　　等 3 27,096

357,590

328,673

485,668

287,798

116,148

40,875 328,673

6,090 40,847

27,392 412,078 73,590 485,668計 666 27,096

0 0

00
比　　較

長　　等 0 0 0 0

0 0

0 0

0 0 0

0

（単位：千円）

0

0 0 0

計 0 0 0

給　　　与　　　費　　　明　　　細　　　書

１．特　　別　　職
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(21)
303
(21)
303
(0)
0

指 定 勤 務 時間外勤務 期 末 勤 勉 休 日 勤 務 夜 間 勤 務 管理職員特
手 当 手 当 手 当 手 当 手 当 別勤務手当

補 正 後 37,012 26,861 6,264 12,480 22,979 49,251 475,856 23,000 3,330 90 0 0
補 正 前 37,012 27,861 6,264 12,480 22,979 49,251 482,856 28,000 3,330 90 0 0
比　　較 0 △ 1,000 0 0 0 0 △ 7,000 △ 5,000 0 0 0 0

補 正 前

地域手当

（単位：千円）

0

住 居 手 当 宿日直手当

356,348

△ 5,900

管理職手当

△ 13,000

職員手当
の 内 訳
職員手当
の 内 訳

区　　分 扶 養 手 当

比　　較

通 勤 手 当

△ 11,100 △ 24,100

合　　　　　計

2,590,129

2,620,129

1,859,510

1,883,610

給　　与　　費

1,202,387

670,123

380,171

380,171

共　　済　　費
給　　料 職員手当

350,448

職 員 数
（人）

657,123

△ 30,000

退職手当組合負担金

（単位：千円）

（単位：千円）

　（　　）は再任用職員の人数

区　　分 増　　減　　額 増　　　減　　　事　　　由　　　別　　　内　　　訳 備　　　　　　　　　　考

1,213,487

区　　分

補 正 後

不用額確定による減

昇 給 に 伴 う 増 加 分

そ の 他 の 増 減 分

給　　料 △ 11,100

２．一　　般　　職

（１）総　　括

職員手当 △ 13,000 そ の 他 の 増 減 分 △ 13,000 不用額確定による減

（２）給料及び職員手当の増減額の明細

△ 11,100
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